
※行政使用欄 ※行政使用欄
収受印

事業者
住所又は所在地

氏名又は名称

電話

担当者

氏名又は名称 担当者

１．	都市計画法に基づく開発行為に　□ 該当する　□ 該当しない
２．宅地造成規制法に　□ 該当する　□ 該当しない
３．宅地開発（開発面積　　　　　　㎡ ・ 区画数　　　　区画）
　　□建物付宅地分譲　□宅地のみの分譲　□その他（　　　　）
４．建築物の建築（敷地面積　　　　㎡ ・ 床面積合計　　　　㎡
　　　　　　　　　高さ　　　ｍ ・ 階数　　　　　　　　　階）
　　　　　　　　　構造　　　　　　・　基礎構造
　□共同住宅（世帯用　　　戸・単身用　　　戸）
　□店舗（　　　戸）　□事務所（　　戸）
　□その他（用途：　　　　　　　区画数　　区画）
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
５．大規模開発事業　□該当　□非該当

事業内容
及び

内　　訳

※行政使用欄
開発指導係担当者

区画整理

　　　　　　　　　　地区地区計画・　　　地区

区域内（　　　　　　区画整理事業）・施行済・区域外

□開発行為　□宅地造成等規制法
□道路位置指定　□区画分割８以上
□中高層建築物(分譲,賃貸)　□８戸以上の住宅及び集合住宅
□用途変更延べ床500㎡　□大規模小売店舗
□延べ床面積が500㎡を超える店舗等の建築物
□有料老人ホーム及びこれに類する施設　□砂利採取

事業内容

令和　　年　　月　　日

地区計画

相談者
住所又は所在地

電話

受付日時

区域の所在地番

用途地域

各課事前相談カード（道路課）

相談番号
※行政使用欄



※以下の事項は道路課が記載するので記入しないでください。

その他
特に協議に注意すべき項目　□あり　　　□なし
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１．道路

備考

道路課

払い下げ
□ 有
（市道・特定道路・特定水路　　　号線／幅員　　　ｍ ）
□ 無

開発区域の前面道路
（都道・市道・特定道路　　　　号線・私道／幅員　　　ｍ）
建築基準法第42条　第　　項　　号　□その他（　　　　　）
□ 整備する
（□道路中心線から□対岸道路境界線から　　　ｍ後退する）
□ 整備しない

担当課
開発区域内の道路　　□整備する　　□整備しない
１．	□通り抜け道路
→延長　　　　　　　ｍ　幅員　　　　　　ｍ

２．	□行き止まり道路
→延長　　　　　　　ｍ　幅員　　　　　　ｍ

３．転回広場　→□ 設置する（　　　箇所）　□ 設置しない

協議項目

編入行為
□ 有（市道・特定道路・特定水路　　　号線／幅員　　ｍ ）□ 無

協議事項



※行政使用欄 ※行政使用欄
収受印

※行政使用欄

各課事前相談カード（環境保全課）

相談番号
※行政使用欄

受付日時 令和　　年　　月　　日 開発指導係担当者

事業者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

相談者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

区域の所在地番

用途地域

地区計画 　　　　　　　　　　地区地区計画・　　　地区

区画整理 区域内（　　　　　　区画整理事業）・施行済・区域外

事業内容

□開発行為　□宅地造成等規制法
□道路位置指定　□区画分割８以上
□中高層建築物(分譲,賃貸)　□８戸以上の住宅及び集合住宅
□用途変更延べ床500㎡　□大規模小売店舗
□延べ床面積が500㎡を超える店舗等の建築物
□有料老人ホーム及びこれに類する施設　□砂利採取

事業内容
及び

内　　訳

１．都市計画法に基づく開発行為に　□ 該当する □ 該当しない
２．宅地造成規制法に　□ 該当する　□ 該当しない
３．宅地開発（開発面積　　　　　㎡ ・ 区画数　　　区画）
    □建物付宅地分譲　□宅地のみの分譲　□その他
４．建築物の建築（敷地面積　　　　㎡ ・ 床面積合計　　　㎡
高さ　　　　　ｍ ・ 階数　地上　　　階　地下　　　階）
構造　　　　　　・　基礎構造
□共同住宅（戸数　　　戸）□長屋（戸数　　　戸）
□店舗（　　　　　　　）
□事務所（　　　　）
□その他（用途：　　　　　　　　区画数　　　区画）
５．大規模開発事業　□該当　□非該当
６．整備開始予定時期＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

申請の種類 土地区画整理法第76条　・　都市計画法第53条　・　不要

□従前地(現況のまま)
□従前地(仮換地との重なりで、計画地盤高と変更なし)
□従前地(仮換地との重なりで、計画地盤高と変更あり)
□仮換地

土地の状況

その他添付書類
〇をつけてください

①仮換地指定及び仕様収益が分かる書類（仮換地指定がされている場合）
②その他（　　　　　　　　　　　）



※以下の事項は道路課が記載するので記入しないでください。

備考

開発区域の前面道路
（都道・市道・特定道路　　　　号線・私道／幅員　　　ｍ）
建築基準法第42条　□第１項　　号　□第２項　□第4号
　□その他（　　　　　　　）
□ 整備する
（□道路中心線から□対岸道路境界線から　　　　　ｍ後退する）
□ 整備しない

協議事項 協議項目 担当課
開発区域内の道路　　□整備する　　□整備しない
１．	□通り抜け道路
→延長　　　　　　　ｍ　幅員　　　　　　ｍ

２．	□行き止まり道路
→延長　　　　　　　ｍ　幅員　　　　　　ｍ
３．転回広場　→□ 設置する（　　箇所）　□ 設置しない

道路課

編入行為
□ 有（市道・特定道路・特定水路　　号線／幅員　　ｍ ）
□ 無

払い下げ
□ 有
（市道・特定道路・特定水路　　　号線／幅員　　　ｍ ）
□ 無
その他
特に協議に注意すべき項目　□あり　　　□なし
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
境界杭の確認　　　　　　　□あり　　□なし
将来分筆の予定　　　　　　□あり　　□なし
民地内建柱　　　　　　　　□あり　　□なし
車両の出入り部の基礎補強　□あり　　□なし

２．その他

１．道路



※行政使用欄 ※行政使用欄
収受印

区画整理 区域内（　　　　　　区画整理事業）・施行済・区域外

事業内容

□開発行為　□宅地造成等規制法
□道路位置指定　□区画分割８以上
□中高層建築物(分譲,賃貸)　□８戸以上の住宅及び集合住宅
□用途変更延べ床500㎡　□大規模小売店舗
□延べ床面積が500㎡を超える店舗等の建築物
□有料老人ホーム及びこれに類する施設　□砂利採取

事業内容
及び

内　　訳

１．宅地開発（開発面積　　　　　　　　㎡ ・ 区画数　　　　区画）
２．建築物の概要
（敷地面積　　　　　㎡ ・ 床面積合計　　　　㎡・高さ　　　ｍ）
□駐車場　　　　　台
□排水計画（　　　　　　　　　　　）
□盛土
□浄化槽
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

区域の所在地番

用途地域

地区計画 　　　　　　　　　　地区地区計画・　　　地区

相談者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

※行政使用欄

事業者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

開発指導係担当者

各課事前相談カード（環境保全課）

相談番号
※行政使用欄

受付日時 令和　　年　　月　　日



※以下の事項は環境保全課が記載するので記入しないでください。

（４）環境確保条例第116条関係
(有害物質取扱事業者が過去又は現在存在するか）
      □存在する                     □土壌調査を行い，報告を行う
      □存在しない                   □調査・報告の必要なし

（５）環境確保条例第117条関係(面積3,000㎡以上の場合)
※東京都多摩環境事務所にて確認をお願いします
      □土地の改変がある
　  □土地履歴調査を行い届出を行う
      □土地の改変はない
      □調査・届出の必要なし
その他
特に協議に注意すべき項目　□あり　　　□なし
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

備考

１．法令に
基づく届出

（１）騒音・振動特定建設作業（騒音・振動規制法第14条）の有無
　　□あり（届出済）
　　（届出番号　騒音：第　　　　　号、振動：第　　　　　号）
　　□あり（未届け）　□なし
　　特定建設作業の時期
　　（　　　年　　　月　　　日～　　　年　　　　月　　　日）

環境
保全課

（２）環境確保条例第２条第１項第７号関係(工場)
      □工場設置認可申請を行う　□工場変更認可申請を行う
　  □申請の必要なし
（３）環境確保条例第２条第１項第８号関係(指定作業場）
      □指定作業場設置の届出を行う
　  □指定作業場変更の届出を行う
　  □届出の必要なし

協議事項 協議項目 担当課



※行政使用欄 ※行政使用欄
収受印

※行政使用欄

各課事前相談カード（ごみゼロ推進課）

相談番号
※行政使用欄

受付日時 令和　　年　　月　　日 開発指導係担当者

事業者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

相談者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

区域の所在地番

用途地域

地区計画 　　　　　　　　　　地区地区計画・　　　地区

区画整理 区域内（　　　　　　区画整理事業）・施行済・区域外

事業内容

□開発行為　□宅地造成等規制法
□道路位置指定　□区画分割８以上
□中高層建築物(分譲,賃貸)　□８戸以上の住宅及び集合住宅
□用途変更延べ床500㎡　□大規模小売店舗
□延べ床面積が500㎡を超える店舗等の建築物
□有料老人ホーム及びこれに類する施設　□砂利採取

事業内容
及び

内　　訳

１．都市計画法に基づく開発行為に　□ 該当する □ 該当しない
２．宅地造成規制法に　□ 該当する　□ 該当しない
３．宅地開発（開発面積　　　　　㎡ ・ 区画数　　　　区画）
　　□建物付宅地分譲　□宅地のみの分譲　□その他
４．建築物の建築（敷地面積　　　　㎡ ・ 床面積合計　　　㎡
　　　　　　　　　高さ　　　ｍ ・ 階数　　　　　　　階）
　　　　　　　　　構造　　　　　　・　基礎構造
　□共同住宅（世帯用　　　戸・単身用　　　戸）
　□店舗（　　　戸）　□事務所（　　戸）
　□その他（用途：　　　　　　　区画数　　区画）
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
５．大規模開発事業　□該当　□非該当



※以下の事項はごみゼロ推進課が記載するので記入しないでください。

備考

協議事項 協議項目 担当課

１．ごみ等
の処理

共同住宅等のごみ置き場必要　□あり　　□なし
事業ごみ　　　　　　　　　　□あり　　□なし
ごみ集積場の規模（　　　　　　㎡）指導　□あり　□なし
ごみ集積所の設置場所　　指導　□あり　□なし
□特に協議に注意すべき項目
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ごみゼロ
推進課



※行政使用欄 ※行政使用欄
収受印

※行政使用欄

各課事前相談カード（ふるさと文化財課）

相談番号
※行政使用欄

受付日時 令和　　年　　月　　日 開発指導係担当者

事業者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

相談者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

区域の所在地番

用途地域

地区計画 　　　　　　　　　　地区地区計画・　　　地区

区画整理 区域内（　　　　　　区画整理事業）・施行済・区域外

事業内容

□開発行為　□宅地造成等規制法
□道路位置指定　□区画分割８以上
□中高層建築物(分譲,賃貸)　□８戸以上の住宅及び集合住宅
□用途変更延べ床500㎡　□大規模小売店舗
□延べ床面積が500㎡を超える店舗等の建築物
□有料老人ホーム及びこれに類する施設　□砂利採取

事業内容
及び

内　　訳

１．都市計画法に基づく開発行為に　□ 該当する □ 該当しない
２．宅地造成規制法に　□ 該当する　□ 該当しない
３．宅地開発（開発面積　　　　　㎡ ・ 区画数　　　　区画）
　　□建物付宅地分譲　□宅地のみの分譲　□その他
４．建築物の建築（敷地面積　　　　㎡ ・ 床面積合計　　　㎡
　　　　　　　　　高さ　　　ｍ ・ 階数　　　　　　　階）
　　　　　　　　　構造　　　　　　・　基礎構造
　□共同住宅（世帯用　　　戸・単身用　　　戸）
　□店舗（　　　戸）　□事務所（　　戸）
　□その他（用途：　　　　　　　区画数　　区画）
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
５．大規模開発事業　□該当　□非該当



※以下の事項はふるさと文化財課が記載するので記入しないでください。

備考

協議事項 協議項目 担当課

１．埋蔵文
化財

□　　　　　　　　　遺跡内
□遺跡範囲外
□特に協議に注意すべき項目
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ふるさと
文化財課



※行政使用欄 ※行政使用欄
収受印

※行政使用欄

各課事前相談カード（建築指導課）

相談番号
※行政使用欄

受付日時 令和　　年　　月　　日 開発指導係担当者

事業者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

相談者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

区域の所在地番

用途地域

地区計画 　　　　　　　　　　地区地区計画・　　　地区

区画整理 区域内（　　　　　　区画整理事業）・施行済・区域外

事業種別
□開発行為及び宅地造成等規制法に該当しない擁壁の築造
□道路位置指定
□建築基準法及び関係規定に基づく許可・認定を要する建築計画

事業内容
及び

内　　訳

１．都市計画法に基づく開発行為に　□ 該当する □ 該当しない
２．宅地造成規制法に　□ 該当する　□ 該当しない
３．宅地開発（開発面積　　　　　㎡ ・ 区画数　　　　区画）
　　□建物付宅地分譲　□宅地のみの分譲　□その他
４．建築物の建築（敷地面積　　　　㎡ ・ 床面積合計　　　㎡
　　　　　　　　　高さ　　　ｍ ・ 階数　　　　　　　階）
　　　　　　　　　構造　　　　　　・　基礎構造
　□共同住宅（世帯用　　　戸・単身用　　　戸）
　□店舗（　　　戸）　□事務所（　　戸）
　□その他（用途：　　　　　　　区画数　　区画）
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
５．大規模開発事業　□該当　□非該当

その他添付書類
〇をつけてください

①市道認定図（道路課）　②道路台帳平面図（道路課）
③道水路等境界明示図（官民境界確定図）
④航空写真（時期：　　　　）
⑤土地登記簿謄本　⑥家屋登記簿謄本
⑦公共施設の管理者に関する図面・新旧対照表
⑧その他判定の参考となる資料



※以下の事項は建築指導課が記載するので記入しないでください。

備考

協議事項 協議項目 担当課

１．建築基
準法関係

□開発行為及び宅地造成等規制法に該当しない擁壁の概要
□位置指定道路の線形及び区域
□建築基準法及び関係規定に基づく許可・認定の可否

建築指導
課



※行政使用欄 ※行政使用欄
収受印

※行政使用欄

各課事前相談カード（緑と清流課）

相談番号
※行政使用欄

受付日時 令和　　年　　月　　日 開発指導係担当者

事業者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

相談者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

区域の所在地番

用途地域

地区計画 　　　　　　　　　　地区地区計画・　　　地区

区画整理 区域内（　　　　　　区画整理事業）・施行済・区域外

事業内容

□開発行為　□宅地造成等規制法
□道路位置指定　□区画分割８以上
□中高層建築物(分譲,賃貸)　□８戸以上の住宅及び集合住宅
□用途変更延べ床500㎡　□大規模小売店舗
□延べ床面積が500㎡を超える店舗等の建築物
□有料老人ホーム及びこれに類する施設　□砂利採取

事業内容
及び

内　　訳

１．都市計画法に基づく開発行為に　□ 該当する □ 該当しない
２．宅地造成規制法に　□ 該当する　□ 該当しない
３．宅地開発（開発面積　　　　　㎡ ・ 区画数　　　　区画）
　　□建物付宅地分譲　□宅地のみの分譲　□その他
４．建築物の建築（敷地面積　　　　㎡ ・ 床面積合計　　　㎡
　　　　　　　　　高さ　　　ｍ ・ 階数　　　　　　　階）
　　　　　　　　　構造　　　　　　・　基礎構造
　□共同住宅（世帯用　　　戸・単身用　　　戸）
　□店舗（　　　戸）　□事務所（　　戸）
　□その他（用途：　　　　　　　区画数　　区画）
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
５．大規模開発事業　□該当　□非該当



※以下の事項は緑と清流課が記載するので記入しないでください。

１．公園・緑地
指導基準
第22条
別表第５
別表23

□都市計画法に基づく開発行為に該当する　□ 3,000平方メートル以
上に該当
□条例57条第1項第1号から9号に該当する　□6,000平方メートル以
上に該当
□多摩丘陵自然公園　□内　□10％　□7％
　　　　　　　　　　□外　□6％　 □3%
□	設置する
設置面積　　　　　　㎡
開発面積に占める設置割合　　　　％
□	設置しない
□特に協議に注意すべき項目
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
◆植樹帯の撤去・移植　□有　□無
＊自費工事申請は管理所管課

緑と清流
課（公園

緑政
係）、都
市計画課

協議事項 協議項目 担当課

備考

雨水浸透規制区域　□内　□外
□雨水浸透施設設置
　□50㎜　□60㎜（東京都開発許可基準）
□放流　調整放流先
（　前面道路側溝　・　水路　・　雨水管　・その他　）
□特に協議に注意すべき項目
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□緑の保全　自然樹林地及び有効な植生地等　□あり　　□なし
　□17％以上　□32％以上　□47％以上
□東京都自然保護条例　□該当　□非該当
□特に協議に注意すべき項目
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

①．湧水　□あり
　　　　　□なし
②．杭及び基礎に関する協議事項
□	あり　【□ 杭　　□ 地盤改良　□ 検討中】
＊ありの場合は　杭工法、杭長、モニタリング調査等について別途協議
する。（備考　ボーリング柱状図の提出）

□なし　【□ ベタ基礎】

◆河川占用（橋梁等）の有無
◆水路払下げの有無

2．雨水排水
指導基準
第26条

緑と清流
課（水路
清流係）
放流先は
当該施設
管理する

各課
３．緑化
指導基準
第24条
別表第6
第25条

緑と清流
課（公園

緑政
係）、都
市計画課

４．湧水
指導基準
第27条

５．水路敷の利用
指導基準

第27条

緑と清流
課（水路
清流係）



※行政使用欄 ※行政使用欄
収受印

※行政使用欄

各課事前相談カード（学校課）

相談番号
※行政使用欄

受付日時 令和　　年　　月　　日 開発指導係担当者

事業者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

相談者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

区域の所在地番

用途地域

地区計画 　　　　　　　　　　地区地区計画・　　　地区

区画整理 区域内（　　　　　　区画整理事業）・施行済・区域外

事業内容

□開発行為　□宅地造成等規制法
□道路位置指定　□区画分割８以上
□中高層建築物(分譲,賃貸)　□８戸以上の住宅及び集合住宅
□用途変更延べ床500㎡　□大規模小売店舗
□延べ床面積が500㎡を超える店舗等の建築物
□有料老人ホーム及びこれに類する施設　□砂利採取

事業内容
及び

内　　訳

１．都市計画法に基づく開発行為に　□ 該当する □ 該当しない
２．宅地造成規制法に　□ 該当する　□ 該当しない
３．宅地開発（開発面積　　　　　㎡ ・ 区画数　　　　区画）
　　□建物付宅地分譲　□宅地のみの分譲　□その他
４．建築物の建築（敷地面積　　　　㎡ ・ 床面積合計　　　㎡
　　　　　　　　　高さ　　　ｍ ・ 階数　　　　　　　階）
　　　　　　　　　構造　　　　　　・　基礎構造
　□共同住宅（世帯用　　　戸・単身用　　　戸）
　□店舗（　　　戸）　□事務所（　　戸）
　□その他（用途：　　　　　　　区画数　　区画）
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
５．大規模開発事業　□該当　□非該当



※以下の事項は学校課が記載するので記入しないでください。

備考

協議事項 協議項目 担当課

１．通学路

□　　　　　　　　　小学校通学路
□　　　　　　　　　中学校通学路
□特に協議に注意すべき項目
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

学校課



※行政使用欄 ※行政使用欄
収受印

※行政使用欄

各課事前相談カード（防災安全課）

相談番号
※行政使用欄

受付日時 令和　　年　　月　　日 開発指導係担当者

事業者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

相談者
住所又は所在地 電話

氏名又は名称 担当者

区域の所在地番

用途地域

地区計画 　　　　　　　　　　地区地区計画・　　　地区

区画整理 区域内（　　　　　　区画整理事業）・施行済・区域外

事業内容

□開発行為　□宅地造成等規制法
□道路位置指定　□区画分割８以上
□中高層建築物(分譲,賃貸)　□８戸以上の住宅及び集合住宅
□用途変更延べ床500㎡　□大規模小売店舗
□延べ床面積が500㎡を超える店舗等の建築物
□有料老人ホーム及びこれに類する施設　□砂利採取

事業内容
及び

内　　訳

１．宅地開発（開発面積　　　　　　　　㎡ ・ 区画数　　　　区画）
２．建築物の概要
（敷地面積　　　　　㎡ ・ 床面積合計　　　　㎡・高さ　　　ｍ）
□駐車場　　　　　台
□排水計画（　　　　　　　　　　　）
□盛土
□浄化槽
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



※以下の事項は防災安全課が記載するので記入しないでください。

２．消防水
利

3．条例第57条第1項第5号　□該当
□設置不要
□設置（40ｔを　　　基設置）
□世帯用計画戸数30戸以上（単身者用共同住宅は2戸を１戸と換
算）：耐震性防火水槽又は消防水利40を１基以上
□建築物の延べ面積が,2,000㎡以上：耐震性防火水槽又は消防水利40
を１基以上

備考

協議事項 協議項目 担当課

１．防災倉
庫

4．条例第57条1項6号～9号　□該当
□設置不要
□設置（40ｔを　　　基設置）
5．特に協議に注意すべき項目
（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
１．浸水想定区域内
□非該当　□該当
2．土砂災害警戒区域
□非該当　□該当
3．土砂災害特別警戒区域
□非該当　□該当

１．日野市特殊地下壕対策事業対象地域
□非該当　□該当

３．ハザー
ドマップ

1．100戸以上の集合住宅　□該当
□防災資機材・災害備蓄品収納場所として、床面積4平方メートル以上
の倉庫を設置

防災安全
課

1．条例第57条第1項第1号　□該当
□設置不要
□設置（40ｔを　　　基設置）
□1,000㎡～3,000㎡：別途市長と協議
□3,000㎡～6,000㎡：40ｔを1基設置
□6,000㎡以上　　　 ：別途市長と協議の上、設置数を決定
2．条例第57条第1項第4号　□該当
□設置不要
□設置（40ｔを　　　基設置）
□2,000㎡以上：別途市長と協議

４．特殊地
下壕関係


